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国土交通省出雲河川事務所 水環境課 

鳥 取 県  水 ・ 大 気 環 境 課 

島 根 県  環 境 政 策 課 

 

１ 趣旨 

平成28年8月8日の中海会議での議論により、水質等の改善につながる「覆砂対策（窪地対策を含む）」に

ついて、ワーキンググループ(以下「ＷＧ」という。)において検討することとされた。 

これを受け、国と鳥取・島根両県の関係課による「中海・覆砂検討ワーキンググループ」を設置し、過去の

覆砂対策の経緯やその実施に関する情報を整理するとともに、中海における覆砂対策の可能性の検討を行った。 

 

２ 検討の経緯 

 これまでに、準備会1回とＷＧを４回開催し、底質（窪地）の水質への影響度、覆砂対策手法とその効果、

対策に用いる資材の検討等を実施した。 

（１） 参集関係機関 

【構成員】 

  国土交通省出雲河川事務所 

鳥取県（水・大気環境課、河川課、西部総合事務所生活環境局、衛生環境研究所） 

島根県（環境政策課、河川課、斐伊川神戸川対策課、保健環境科学研究所） 

【オブザーバー】 

鳥取県（広域連携課） 

島根県（政策企画監室） 

周辺市（米子市市民人権部、境港市市民生活部、松江市環境保全部、安来市市民生活部） 

（２）ＷＧ開催日 

 検討準備会 平成28年９月13日 

   第１回ＷＧ 平成28年12月26日 

   第２回ＷＧ 平成29年４月17日 

   第３回ＷＧ 平成29年５月17日 

   第４回ＷＧ 平成29年7月28日 

  

３ 中海の現状とこれまでの湖内対策 

 中海は塩分濃度差による上下2層構造の汽水湖であ

り、上下層は容易には混合しない。このため、表層か

らの酸素供給が起こりにくい下層（水深約４ｍ以深）

は、夏季を中心にほぼ全域で貧酸素化し、それに伴い、

湖底から窒素やりんが溶出することが知られている。

【図１】 

 また、中海湖底には過去の公共工事による浚渫窪地

があり【図２】、湖底面積の約10％を占めている。そ

の窪地には内部の水の循環が悪いものもあり、そこで

は溶出した窒素やりんが蓄積しやすい。 

 中海の水質は、環境基準は未達成であるものの、湖沼水質保全計画に定める目標値を多くの地点で達成して

おり、近年は、横ばいからやや改善傾向も見られる。 

図1 中海の特徴 

水深約4m 
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図２ 中海の窪地の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水質改善を進めていくためには、流入負荷の削減と、湖底からの溶出、湖内で生成する負荷を抑制するため

の湖内対策が考えられる。 

 湖内対策（底質対策）として、過去には国土交通省により試験的に窒素やりんなどの溶出抑制を目的とする

浚渫窪地の覆砂等が行われた（H12年度～H15年度）が、効果の持続性に課題があったことから、近年は効果の

持続性が期待でき、同時に自然浄化機能の回復を目指して、沿岸部において浅場造成・覆砂が進められている。 

 また、認定NPO法人自然再生センターにより石炭灰造粒物を用いた窪地への覆砂の実証試験が行われている

（H20年度～）が、国土交通省と同様に効果の持続性に課題があることが確認されている。 

 

４ 底質及び窪地が中海全体の水質等に与える影響と程度 

 鳥取県・島根県による水質シミュレーションによると、中海表層水の窒素・りん濃度への影響は流入負荷に

よるところが大きく（影響度80％強）、底質・窪地によるものは相対的に小さいことが示されている。 

 従って、水質への影響（効果）が高い流入負荷対策を進めているところであり、一方、在来湖底で浅場造成・

覆砂を行っているところである。 

・中海全体の底質からの窒素、りんの溶出による表層水の水質への影響度は10％強と推測 

・中海全体の窪地内からの窒素、りんの移行による表層水の水質への影響度は1～2％程度と推測 

 

 

 

 
 

※水質シミュレーションは、湖沼計画の将来水質予測に用いたシミュレーションモデルを改良したものを使用して、平成24年

の気象条件等をあてはめて実施 

※窒素、りんの影響度のシミュレーションにあたっては、底泥間隙水の溶存酸素量、水温、拡散係数なども考慮し計算を実施 

 

５ 底質対策手法の検討   

（１）底質対策（覆砂）の手法の整理 

   中海における底質（窪地）対策の手法は次の4種類が考えられる    ※手法種類／模式図 

  ①浅場造成・覆砂 

  ②深場覆砂 

  ③窪地覆砂 

  ④窪地埋め戻し 

 それぞれの手法の概要を表１に示す。 

覆砂

① 
② 

③ 

④ 

注）本資料は、出雲河川事務所において河川法申請図書や、湖底地

形地図を元に算出したもので、関係機関等への確認を行ったもので

はなく、参考値である。 
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（２）公共工事で発生する土砂（資材）の調達可能性 

  表２ 米子湾沖から半径50km内の公共工事における現場外搬出土砂量 

年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

発生土砂量（m3） 189,180 109,440 109,800 76,300 

 

 

６ まとめ 

（１）水質面の検討（底質が中海全体の水質等に与える影響と程度） 

中海全体の底質から表層水への影響は10％強で、窪地から中海表層水への影響は1～2％程度と推測され、

中海全体では、底質及び窪地からの表層水への影響は小さく、流入負荷による影響が大きい。 

（２）中海における底質対策手法の整理 

   浅場造成・覆砂、深場覆砂、窪地覆砂、窪地埋戻しの４つの底質対策手法を検討し、それぞれの効果と

持続性について、比較検討を行ったが、それぞれの手法で発現する効果と持続性が異なり、地形や流動に

よっても持続性が異なることが考えられ、現段階では対策手法の順位付けには至っていない。 

（３）対策に用いる土砂（資材）の検討 

現時点では、中海に投入可能な公共工事の発生土量は少ないが、中長期的には安全で良質な土砂を確保

できる可能性があり、また、購入砂あるいは石炭灰造粒物を用いる方法もある。 

公共工事で発生する土砂を中海で使用する場合においては、安全性と品質が求められることから、底質

対策に利用できる土砂の基準づくりが今後必要となる。 

 

種類 メリット・デメリット 

公 共 残 土 

【メリット】 

・資材費は不要（運搬費は別途発生） 

【デメリット】 

・土砂の安定的な確保が不透明 

・量と品質の管理が必要（一定基準を満たす安全かつ良質な土砂が求められる。） 

購 入 砂 

【メリット】 

・量と品質の両面で管理が容易（年間施工可能量6万5千m3を上回る土砂の供給が 

将来にわたって可能） 

【デメリット】 

・資材費が必要 

石炭灰造粒物 

【メリット】 

・量と品質の両面で管理が容易 

【デメリット】 

・資材費が必要 

・年間供給量に限度がある（ただし、購入砂等での補完が可能） 

現在、国土交通省が実施している浅場造成・覆砂の早期完了を目指しつつも、覆砂対策の可能

性について検討を継続するとともに、公共工事による発生土の情報についても収集していく。 
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